
Ⅰ 流 動 資 産 ［ 7,596,979 ］ Ⅰ 流 動 負 債 ［ 5,406,436 ］

現 金 及 び 預 金 2,872,574 支 払 手 形 11,030

受 取 手 形 20,091 電 子 記 録 債 務 1,806,387

電 子 記 録 債 権 1,217,637 買 掛 金 861,881

売 掛 金 1,387,278 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 377,502

商 品 66,188 未 払 法 人 税 等 354,444

仕 掛 品 1,111,465 前 受 金 1,710,251

原 材 料 39,173 賞 与 引 当 金 95,896

前 渡 金 816,611 そ の 他 189,042

そ の 他 66,221

貸 倒 引 当 金 △ 262 Ⅱ 固 定 負 債 ［ 93,865 ］

資 産 除 去 債 務 19,143

Ⅱ 固 定 資 産 ［ 795,320 ］ 長 期 前 受 金 74,722

１ 有 形 固 定 資 産 ( 434,055 )

建 物 及 び 附 属 設 備 125,668

構 築 物 0

機 械 装 置 1,274 5,500,302

工 具 器 具 備 品 21,681

土 地 240,435

建 設 仮 勘 定 44,995 Ⅰ 株 主 資 本 ［ 2,891,986 ］

１ 資 本 金 ( 100,000 )

２ 無 形 固 定 資 産 ( 33,926 )

ソ フ ト ウ ェ ア 31,630 ２ 利 益 剰 余 金 ( 2,791,986 )

そ の 他 2,295 (１) 利 益 準 備 金 39,500

(２) そ の 他 利 益 剰 余 金 2,752,486

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 ( 327,338 ) 別 途 積 立 金 5,020,000

投 資 有 価 証 券 0 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,267,513

関 係 会 社 株 式 12,775 （ う ち 当 期 純 利 益 ） ( 885,273 )

長 期 貸 付 金 4,104

前 払 年 金 費 用 33,186 Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ［ 10 ］

繰 延 税 金 資 産 229,093 １ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ( 10 )

そ の 他 52,917

貸 倒 引 当 金 △ 4,738

2,891,997

8,392,299 8,392,299

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております

科 目 金 額 科 目 金 額

貸借対照表
2026年3月31日現在

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

負 債 合 計

純 資 産 の 部

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計



 

個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券で市場価格のない株式等以外のもの 

時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。） 

その他有価証券で市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法により評価しております。 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品、仕掛品：個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下 

              げの方法)により算定しております。 

    原材料：移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ 

         の方法)により算定しております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法によっております。但し1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び附属設備   ３年～４７年 

機械装置         ３年～１８年 

工具器具備品      ２年～１５年 

(2) 無形固定資産(ソフトウエア） 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとした定額法によっております。 
  



 

３. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

（2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来損失に備えるため、当事業年度末における手持受注案件のう
ち、損失発生の可能性が高く、かつその金額を合理的に見積もることが可能な案件の
損失見積額を受注損失引当金として計上し、対応する仕掛品と相殺表示しておりま
す。 

（3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見
込額に基づき計上しております。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金の対象従業員が300名
未満であるため、簡便法によっております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当社の主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりでありま
す。 

産業用機械事業では、包装機械及び包装関連設備を製造・販売しております。顧客
による検収が完了した時点で、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充
足されると判断し、収益を認識しております。一定の要件を満たす契約においては、一
定の期間にわたり履行義務が充足する取引であるため、履行義務の充足に係る進捗
度を見積り、当該履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。なお、履
行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、主としてコストに基づくインプット法によ
っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない
場合には、原価回収基準を適用しております。 

工業用ダイヤモンド事業では、主に人造ダイヤ、原石、パウダーの販売を行っており
ます。顧客に当該商品を引き渡す一時点で、顧客が当該商品又は製品に対する支配
を獲得して充足されると判断し、収益を認識しております。 

なお、両事業において収益認識に関する会計基準の適用指針98項の要件を満たす
ものについては、出荷時に収益を認識しております。 

また、収益は、顧客との契約による取引価格に基づき認識しており、取引の対価は履
行義務の充足から１年以内に受け取るため、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理
の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。 

消費税等の会計処理  

税抜方式を採用しております。  



 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

           普通株式      6,451,328株 

 

配当に関する事項 

(1) 配当金支払額等 

 該当ありません 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 該当ありません 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     448円28銭 

１株当たり当期純利益   137円22銭 

 

 


